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北海道告示第７２９号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、渡島平野土地改良区か
ら、次のとおり役員の就任及び退任の届出があった。
平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ
就退任の別 就退任年月日 理事・監事の別 氏 名 住 所
就 任 平成２３．１２．８ 理 事 河 村 康 英 亀田郡七飯町字中島１９７番地１
同 同 同 吉 田 勝 幸 北斗市市渡４６６番地
同 同 同 佐々木 秀 樹 同 稲里２４番地の１
同 同 同 佐々木 久 雅 同 白川１３番地の３
同 同 同 小山田 哲 夫 同 本町８３４番地の５
同 同 同 加 藤 雄 一 同 南大野２０５番地の５
同 同 同 伍 樓 進 同 萩野６８番地
同 同 同 小山内 孝 司 同 開発３６４番地
同 同 同 丹 内 榮 同 一本木３４番地
同 同 同 齊 藤 信 夫 同 追分８９番地

同 同 同 小 坂 敏 美 亀田郡七飯町本町２丁目３１番２号
同 同 同 杉 村 久 悦 同 七飯町大川１０丁目３３４番地
同 同 同 加 茂 悦 夫 同 七飯町字上藤城２３５番地４
同 同 同 築 城 正 行 同 七飯町字仁山４２５番地１
同 同 同 土 井 清 美 函館市桔梗３丁目３６番２号
同 同 監 事 溝 井 矢 一 北斗市追分３５番地の４
同 同 同 中 田 優 司 亀田郡七飯町字鶴野６０番地
同 同 同 福 田 一二三 函館市西桔梗町７５２番地
退 任 同 ２３．１２．７ 理 事 河 村 康 英 亀田郡七飯町字中島１９７番地１
同 同 同 吉 田 勝 幸 北斗市市渡４６６番地
同 同 同 坂 本 常 光 同 市渡７１４番地の２
同 同 同 佐々木 久 雅 同 白川１３番地の３
同 同 同 千 葉 純 広 同 本町２丁目６番３１号
同 同 同 加 藤 雄 一 同 南大野２０５番地の５
同 同 同 伍 樓 進 同 萩野６８番地
同 同 同 田 澤 信 之 同 千代田１００番地
同 同 同 丹 内 榮 同 一本木３４番地
同 同 同 齊 藤 信 夫 同 追分８９番地
同 同 同 小 坂 敏 美 亀田郡七飯町本町２丁目３１番２号
同 同 同 柴 田 正 幸 同 七飯町大中山５丁目１３６番地１２
同 同 同 加 茂 悦 夫 同 七飯町字上藤城２３５番地４
同 同 同 小 澤 榮 継 同 七飯町字峠下３２９番地の３
同 同 同 土 井 清 美 函館市桔梗３丁目３６番２号
同 同 監 事 溝 井 矢 一 北斗市追分３５番地の４
同 同 同 中 田 優 司 亀田郡七飯町字鶴野６０番地
同 同 同 福 田 一二三 函館市西桔梗町７５２番地

北海道告示第７３０号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、平成２３年１２月８日、音
更町土地改良区の定款の変更を認可した。
平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第７３１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定により、次のとおり土地改
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良事業の工事の完了の届出があった。
平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ
事業主体名 地区名 事 業 の 種 類 完了年月日
中 川 町 誉１ 災害復旧［農地］ 平成２３．８．５
同 豊里 同 同

北海道告示第７３２号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定を解除する予定である旨、森林法（昭和２６年
法律第２４９号）第２９条の規定による通知があった。
平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 川上郡標茶町（国有林。次の図に示す部分に限る。）
２ 保安林として指定された目的 水源のかん養
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道水産林務部林務局治山課及び標茶町役場に備
え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第７３３号

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のとおり変
更し、同条第２項の規定により道路の供用を開始する。
その関係図面は、北海道建設部土木局道路課及び北海道宗谷総合振興局稚内建設管理部に
備え置いて、告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 道路の種類 道道
２ 路 線 名 元地香深線
３ 道路の区域
区 間 変更前後の別 敷地の幅員 延 長 国道等との重複区間
礼文郡礼文町大字香深村字トンナイ４３３番１地先から 前 ９．５０�から ８０．００� ――同郡礼文町大字香深村字トンナイ１５９番１地先まで ３１．５０�まで

後 ９．５０�から ８０．００� ――３０．８１�まで

北海道告示第７３４号

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号）第３条第１項の規

定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区域に指定する。

その関係図面は、北海道建設部土木局砂防災害課及び北海道オホーツク総合振興局網走建

設管理部に備え置いて縦覧に供する。

平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ

北見大通東８丁目地区急傾斜地崩壊危険区域

次に掲げる地番の土地に存する標柱１号から標柱６号までを順次結んだ線及び標柱１号と

標柱６号とを結んだ線によって囲まれた区域

市 字 地番 標柱番号

北見市 大通東七丁目 １８番２ １

同 同 １０番２ ２

同 同 １０番１ ３

同 北二条東八丁目 ３番１ ４

同 大通東八丁目 ２番３ ５

同 同 ２番２ ６

北海道告示第７３５号

石狩湾新港地域公共下水道の一部の供用及び下水の処理の開始に当たり、下水道法（昭和

３３年法律第７９号）第９条第１項前段及び同条第２項において準用する同条第１項の前段の規

定により、次のとおり告示する。

その関係図書は、北海道空知総合振興局札幌建設管理部用地管理室管理課に備え置いて一

般の縦覧に供する。

平成２３年１２月２０日

北海道知事 高 橋 はるみ

１ 供用及び下水の処理を開始する年月日 平成２３年１２月２０日

２ 下水を排除し、及び処理する区域 石狩市新港東２丁目の一部

３ 供用を開始する排水施設の位置 別図のとおり（「別図」は、省略する。）

４ 供用を開始する排水施設の合流式又は
分流式の別

分流式

５ 終 末 処 理 場 の 位 置 及 び 名 称 石狩市新港中央３丁目 石狩湾浄化センター

道 労 働 委 員 会 告 示

北海道労働委員会告示第１号
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労働関係調整法施行令（昭和２１年勅令第４７８号）第４条及び労働委員会規則（昭和２４年中
央労働委員会規則第１号）第６８条の規定により、北海道労働委員会あっせん員候補者を次の
とおり公示する。

平成２３年１２月２０日
北海道労働委員会会長 道 幸 哲 也

氏 名 現 職 経 歴 委嘱年月日

どうこうてつなり 北海道労働委員会第３９期会長 北海道大学大学院法学研究科教授 平成２２．１２．１
道 幸 哲 也 放送大学教授 北海道労働委員会第２５～３５期公益委員、第３６～３７期会長代理、第３８期会長

といかわこういち 北海道労働委員会第３９期会長代理 札幌弁護士会副会長 同
樋 川 恒 一 弁 護 士 北海道労働委員会第３５～３７期公益委員、第３８期会長代理

なり た のり こ 北海道労働委員会第３９期公益委員 札幌弁護士会副会長 同
成 田 教 子 弁 護 士 北海道労働委員会第３６～３８期公益委員

わた り ただす 北海道労働委員会第３９期公益委員 北海道大学大学院公共政策学連携研究部教授 同
亘 理 格 北海道大学大学院法学研究科教授

あさみず ただし 北海道労働委員会第３９期公益委員 北海道労働委員会第３７～３８期公益委員 同
浅 水 正 弁 護 士

か とうともゆき 北海道労働委員会第３９期公益委員 新潟大学法学部教授 同
加 藤 智 章 北海道大学大学院法学研究科教授 北海道労働委員会第３８期公益委員

の ぐちみき お 北海道労働委員会第３９期公益委員 北海道労働委員会第３５～３８期公益委員 同
野 口 幹 夫 弁 護 士

もり すみ お 北海道労働委員会第３９期労働者委員 日本労働組合総連合会北海道連合会副会長 同
森 澄 男 ＵＩゼンセン同盟北海道支部支部長 北海道労働委員会第３６～３８期労働者委員

はやし たけ し 北海道労働委員会第３９期労働者委員 情報産業労働組合連合会北海道協議会副議長 同
林 武 司 情報産業労働組合連合会北海道協議会事務局次長 北海道労働委員会第３７～３８期労働者委員

いしやまかずあき 北海道労働委員会第３９期労働者委員 太平工業室蘭労働組合組合長 同
石 山 和 明 太平工業室蘭労働組合相談役 北海道労働委員会第３７～３８期労働者委員

わた べ しょういちろう 北海道労働委員会第３９期労働者委員 日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会会長 同
渡 部 正一郎 日本労働組合総連合会北海道連合会渡島地域協議会顧問 北海道労働委員会第３８期労働者委員

お ぐろしゅうじ 北海道労働委員会第３９期労働者委員 日本労働組合総連合会北海道連合会上川地域協議会会長 同
小 黒 修 司 日本労働組合総連合会北海道連合会上川地域協議会特別執行委員 北海道労働委員会第３８期労働者委員

さ とうやすみつ 北海道労働委員会第３９期労働者委員 全日通労働組合札幌支部執行委員長 同
佐 藤 泰 光 全日本運輸産業労働組合連合会北海道地方連合会執行委員長 北海道労働委員会第３８期労働者委員
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お ぐら かなこ 北海道労働委員会第３９期労働者委員 丸井今井労働組合特別中央執行委員 平成２２．１２．１
小 倉 佳南子 日本労働組合総連合会北海道連合会組織労働局次長 北海道労働委員会第３６～３８期労働者委員

いしはら さとし 北海道労働委員会第３９期使用者委員 北海道電力株式会社広報部原子力広報部長 同
石 原 聰 北海道経営者協会理事・事務局長

つ だ もりかず 北海道労働委員会第３９期使用者委員 北旺運輸株式会社代表取締役社長 同
津 田 守 一 日本通運株式会社参与 北海道労働委員会第３７～３８期使用者委員

の ざきたか お 北海道労働委員会第３９期使用者委員 函館商工会議所理事・事務局長 同
野 � 隆 夫 函館経営者協会参与 北海道労働委員会第３７～３８期使用者委員

はす い けい こ 北海道労働委員会第３９期使用者委員 株式会社早稲田セミナー札幌校校長 同
蓮 井 慶 子 キャリアステップ研究所所長 北海道労働委員会第３６～３８期使用者委員

つち や よしつぐ 北海道労働委員会第３９期使用者委員 財団法人産業雇用安定センター人材育成支援コーディネーター 同 ２３．２．１４
土 屋 善 嗣 つちや人事労政事務所所長

か とうたかまさ 北海道労働委員会第３９期使用者委員 加藤経営労務事務所代表 同 ２２．１２．１
加 藤 � 正 有限会社カトウヒューマンサポートオフィス代表取締役 北海道労働委員会第３７～３８期使用者委員

お ぬまてるあき 北海道労働委員会第３９期使用者委員 北海道電力株式会社人事労務部次長 同
小 沼 輝 明 北海道電力株式会社人事労務部部長 北海道労働委員会第３８期使用者委員

いそ だ のりかず 北海道労働委員会事務局長 北海道総合政策部地域づくり支援局長 同 ２２．４．９
磯 田 憲 和

まつむらえい じ 北海道労働委員会事務局総務審査課長 北海道経済部産業立地推進局産業立地課参事 同
松 村 英 二

に はしまさゆき 北海道労働委員会事務局調整課長 北海道教育庁釧路教育局次長 同
二 橋 雅 之
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